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第三期中期目標と第四期中期目標（案）との対比表
※ 下線は変更部分を示す

第三期中期目標 第四期中期目標（案） 改正の視点

中期目標の基本的な考え方 中期目標の基本的な考え方

本県は、豊かな自然環境、地域固有の技術、優れた人財等の地域の潜在 本県は、豊かな自然環境、地域固有の技術、優れた人財等の地域の潜在

力を最大限に発揮させるため、地域外からの「外貨の獲得」につながる農 力を最大限に発揮させるため、地域外からの「外貨の獲得」につながる農

林水産業、製造業等の発展に向けて、法人化のメリットを生かした柔軟で 林水産業、製造業等の発展に向けて、法人化のメリットを生かした柔軟で

機動的な運営による諸課題の速やかな解決を目指し、平成２１年４月１日 機動的な運営による諸課題の速やかな解決を目指し、平成２１年４月１日

に工業系と農林水産系が一体となった試験研究機関として、地方独立行政 に工業系と農林水産系が一体となった試験研究機関として、地方独立行政

法人青森県産業技術センター（以下「センター」という。）を設立した。 法人青森県産業技術センター（以下「センター」という。）を設立した。

センターは、これまで、県が示した中期目標を達成するために定めた中 センターは、これまで、県が示した中期目標を達成するために定めた中

期計画に基づき、技術の開発や実用化、売れる商品づくり等に向けた試験 期計画に基づき、技術の開発や実用化、売れる商品づくり等に向けた試験

・研究開発を行い、着実に成果を上げ、本県の産業の振興と経済の発展に ・研究開発を行い、着実に成果を上げ、本県の産業の振興と経済の発展に

貢献してきた。 貢献してきた。

一方、人口減少の進行に伴う労働力の不足、経済のグローバル化、第四 一方、人口減少の進行に伴う労働力不足の深刻化、経済のグローバル化、

次産業革命がもたらす技術の進展、不確実性を増す気候変動等、社会、経 ＤＸ（デジタルトランスフォーメーション）をはじめとした技術革新、生 〇喫緊の課題に加え、長期的な視点での

済及び自然環境が急速に変動する中、センターには、幅広い視点からの試 産資材や原材料の高騰、ＳＤＧｓ等社会的課題、気候変動等、社会、経 課題も追加

験・研究開発ときめ細かな技術支援がこれまで以上に求められている。 済及び自然環境が急速に変動する中、センターには、長期目標として、本

県産業が全国をリードしていくため、世界トップクラスの試験・研究に取 ○りんごやにんにく、ホタテガイなど、

り組み、県民に対するきめ細かな技術支援が求められる。 国内トップクラスの生産量と世界に誇

このため、この中期目標の期間においては、「攻めの農林水産業推進基 このため、第四期中期目標の期間においては、次期「農林畜水産業推進 る品質の産品を有していることから、

本方針」、「あおもり農工ベストミックス新産業創出構想」及び「青森ラ 基本方針（仮称）」及び「青森ライフイノベーション戦略」等において示 高いレベルでの試験・研究を期待

イフイノベーション戦略」等において示されている方向性に沿って、戦略 されている方向性に沿って、最先端の試験・研究成果を取り入れながら、 ○ＧＸは、まだ発展途上であり、ＤＸに

的かつ重点的に、先端技術を活用した農作業等の省力化、高品質で収益性 国内外の生産事業者等との連携を図り、ＧＸにもつながる、産業分野で 本格的に取り組むことで、長期的にＧ

の高い農林水産物の安定的な生産、消費構造やライフスタイルの変化に対 のＤＸの推進に資する幅広い視点から、スマート技術の活用、農林水産 Ｘにつながる可能性を期待

応した食産業の振興及び「スマート社会」の実現に関する試験・研究開発 物の高品質・安定生産、消費者ニーズに対応した食産業の振興など、県

等を推進することが求められる。 民所得の向上に寄与する試験・研究開発等に取り組み、これらの成果を ○センターが今より認知され、産業界か

積極的に情報発信していく必要がある。 ら頼られる機関となるためには、更な

また、センターの業務の運営に当たっては、業務内容の選択と集中に努 また、センターの業務の運営に当たっては、業務内容の選択と集中に努 る情報発信が必要

め、限られた資源で最大限の成果を目指すとともに、県民から高い信頼を め、限られた資源で最大限の成果を目指すとともに、県民から高い信頼を

得られるよう、内部統制の強化及び法令遵守の徹底を図り、高い倫理観を 得られるよう、内部統制の強化及び法令遵守の徹底を図り、高い倫理観を

持って業務を行う必要がある。 持って業務を行う必要がある。

参考資料２
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第三期中期目標 第四期中期目標（案） 改正の視点

第１ 中期目標の期間 第１ 中期目標の期間

平成３１年４月１日から平成３６年３月３１日までの５年間 令和６年４月１日から令和１１年３月３１日までの５年間 ○令和６年度から令和１０年度まで

第２ 県民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目 第２ 県民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目

標 標

１ 本県産業の未来を支える試験・研究開発の推進と成果の移転・普及 １ 本県産業の未来を支える試験・研究開発の推進と成果の移転・普及

本県産業の未来を拓いていくためには、社会経済情勢、環境の変動 本県産業の未来を拓いていくためには、日々進展している最先端の ○最先端技術の取得による試験・研究の
ひら ひら

等に即応しつつ、県民からの要望に的確に対応した試験・研究開発に 試験・研究成果を取り入れながら、社会経済情勢、環境の変動等に即 高度化について記載

取り組む必要があることから、工業、農林、水産及び食品加工の各部 応しつつ、県民からの要望に的確に対応した試験・研究開発に取り組

門が一体となって、本県の地域資源及び研究資源を有効に活用しなが む必要があることから、工業、農林、水産及び食品加工の各部門が一

ら、試験・研究開発の重点化を進める。 体となって、本県の地域資源及び研究資源を有効に活用し、試験・研

究開発の重点化を進める。

また、その成果を関係者に速やかに情報提供することにより迅速な また、その成果を関係者に速やかに情報提供することにより迅速な

利活用が図られるよう、特に、農林水産分野においては、試験設計の 利活用が図られるよう、特に、農林水産分野においては、試験設計の

段階から普及指導機関と連携し、効果的な普及に努める。 段階から普及指導機関と連携し、効果的な普及に努める。

さらに、新たな生産技術や新製品の開発が売れる商品づくりに結び さらに、国内外の多様な実需者のニーズに対応するため、新たな生 ○事業化の見込みを適切に把握すること

付くよう、出口を見据えた取組を行うとともに、生産や製造等の担い 産技術や新製品の開発が売れる商品づくりに結び付くよう、マーケテ について記載

手（以下「生産事業者」という。）からの要望に対して、弾力的に対 ィング調査などを行うとともに、生産や製造等の担い手（以下「生産

応する。 事業者」という。）からの要望に対し、速やかかつ弾力的に対応する。

（１）試験・研究開発の重点化 （１）試験・研究開発の重点化

多様化・高度化する生産事業者等からの要望及び環境の変動への 多様化・高度化する生産事業者等からの要望及び環境の変動への

対応等の行政施策上の課題を的確に把握し、本県の産業振興の観点 対応等の行政施策上の課題を的確に把握し、本県の産業振興の観点

から、その重要性、緊急性、波及効果の大きさ等に応じ、試験・研 から、その重要性、緊急性、波及効果の大きさ等に応じ、試験・研

究開発の重点化を図り、諸課題の早期解決に努める。 究開発の重点化を図り、諸課題の早期解決に努める。

具体的な試験・研究開発の推進方向は、別紙のとおりとする。 具体的な試験・研究開発の推進方向は、別紙のとおりとする。

（２）連携による試験・研究開発の推進 （２）連携による試験・研究開発の推進

地域資源及び研究資源の効率的な活用と研究目標の速やかな達成 地域資源及び研究資源の効率的な活用と研究目標の速やかな達成

に向け、各部門内や部門間はもとより、生産事業者、関係団体、教 に向け、各部門内や部門間はもとより、国内外の生産事業者、関係

育機関、他の試験研究機関等と柔軟に連携し、幅広く情報収集する 団体、教育機関、他の試験研究機関等と柔軟に連携し、より高い成 ○表現の修正

ことに努める。 果を上げるため、幅広く情報収集し、研究内容の高度化を図る。

また、それぞれが持つ技術とノウハウを生かしながら、生産・製 また、連携先のそれぞれが持つ技術とノウハウを生かしながら、

造現場に出向いて課題を解決するほか、共同研究や受託研究に積極 生産・製造現場に出向いて課題の早期解決に努めるほか、共同研究

的に取り組む等、外部資金を活用した試験・研究開発を推進する。 や受託研究に積極的に取り組む等、積極的に外部資金を活用した試

験・研究開発に取り組む。
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第三期中期目標 第四期中期目標（案） 改正の視点

（３）試験・研究開発の成果の移転・普及 （３）試験・研究開発の成果の移転・普及

試験・研究開発の成果は、ＩＣＴの活用等により生産事業者等に 試験・研究開発の成果は、ＩＣＴの活用等により生産事業者等に

速やかに情報提供する。 速やかに情報提供する。

また、行政機関、関係団体等との連携により、移転・普及の成果 さらに、行政機関、教育機関、試験研究機関、関係団体等との連 ○連携が必要な関係機関を明記

を生産現場等で検証するとともに、必要に応じて技術改良を行う等 携を図り、移転・普及の成果を生産現場等で検証するとともに、必

のフォローアップを行う。 要に応じて技術改良を行う等のフォローアップを行う。

（４）試験・研究開発の進行管理及び評価 （４）試験・研究開発の進行管理及び評価

センターの内部組織、外部有識者等による試験・研究開発の進行 センターの内部組織、外部有識者等による試験・研究開発の進行

管理及び評価を適切に実施し、評価結果を反映しつつ効率的かつ効 管理及び評価を適切に実施し、評価結果を確実に反映させ効率的か ○表現の修正

果的に試験・研究開発を推進し、諸課題の早期解決を図る。 つ効果的な試験・研究開発を推進し、諸課題の早期解決を図る。

２ 産業活動への総合的な支援 ２ 産業活動への総合的な支援

生産事業者、関係団体等が行う農林水産資源や独自技術を活用した 生産事業者、関係団体等が行う農林水産資源や独自技術を活用した

産業活動、農商工連携や六次産業化等による付加価値の高い優れた商 産業活動、六次産業化等による付加価値の高い優れた商品等の開発及 ○あおもり農商工連携助成事業（農商工

品等の開発及び事業化に向けた取組を支援する。 び事業化に向けた取組を支援する。 連携ファンド）のＲ１終了に伴う削除

さらに、産業界、教育機関、行政機関等からの要請に対し、センタ さらに、産業界、教育機関、行政機関等からの要請に応じ、センタ

ーの有する技術や専門知識を生かして協力する等、総合的な支援を行 ーの有する技術や専門知識を生かして協力する等、総合的な支援を行

う。 う。

（１）技術相談・指導 （１）技術相談・指導

生産事業者からの技術相談や技術指導についての要望に迅速に対 生産事業者等からの技術相談や技術指導についての要望に迅速に ○表現の修正

応するほか、生産・製造現場に出向いての積極的な取組を行う。 対応し、必要に応じて生産・製造現場に出向き、より効果的な指導

また、農林水産分野においては、普及指導機関との連携による指 等を行う。

導支援等を行う。 また、農林水産分野においては、普及指導機関との連携による指

導支援等を行う。

（２）依頼試験・分析・調査及び設備・機器の利用 （２）依頼試験・分析・調査及び設備・機器の利用

生産事業者から依頼された試験、分析及び調査に適切に対応する 生産事業者等から依頼された試験、分析及び調査に適切に対応す

とともに、生産事業者の試作品の製造等を支援するため、センター るとともに、生産事業者の試作品の製造等を支援するため、センタ

が有する設備・機器について要望に応じた利活用の拡大を図る。 ーが有する設備・機器について要望に応じた利活用の拡大を図る。
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第三期中期目標 第四期中期目標（案） 改正の視点

（３）関係団体、産業界等との連携・協力 （３）関係団体、産業界等との連携・協力

生産事業者、普及指導機関等を対象とした研修会、研究発表会、 生産事業者、普及指導機関等を対象とした研修会、県内外での研 ○県外での活動や連携について記載

技術展示等を行うとともに、関係団体や産業界との情報交換を積極 究発表会、技術展示等を行うとともに、全国の関係団体や産業界と

的に行う。 の情報交換を積極的に行い、連携を深める。

また、産業界、教育機関、行政機関等からの要請に応じて研究員 また、産業界、教育機関、行政機関等からの要請に応じて研究員

を派遣するほか、センターの知見を生かし、新たな地域産業の担い を派遣するほか、センターの知見を生かし、新たな地域産業の担い

手の育成や子供たちの産業技術に対する理解の増進等に協力する。 手の育成や子どもたちの産業技術に対する理解の増進等に協力す ○文言の修正

る。

（４）知的財産等の創造・管理・活用 （４）知的財産等の創造・管理・活用

本県の産業競争力を向上させる上で極めて重要な要素となってい 本県の産業競争力を向上させる上で極めて重要な要素となってい

る新しい知見や優良な品種、種畜等の知的財産等については、その る新しい知見や優良な品種、種畜等の知的財産等については、その

創造及び権利化に努め、適切な維持管理を行うとともに、実施許諾 創造及び権利化に努め、適切な維持管理を行うとともに、実施許諾

や生産販売等により有効に活用する。 や生産販売等により有効に活用する。

（５）緊急事態への迅速な対応 （５）緊急事態への迅速な対応

気象災害、重要家畜伝染病、病害虫及び魚病の発生等の緊急事態 気象災害、重要家畜伝染病、病害虫及び魚病の発生等の緊急事態

が発生した場合は、県との協定に基づき、被害の実態に応じてその が発生した場合は、県との協定に基づき、被害の実態に応じてその

拡大防止対策に迅速に対応する。 拡大防止対策に迅速に対応する。

３ 試験・研究開発の取組状況等の情報発信 ３ 試験・研究開発の取組状況等の情報発信

センターがより一層県民に活用されるよう、多様な広報媒体を利用 センターの取組がより一層活用され、県民はもとより、広く情報発 ○センターの取組を広く知ってもらうこ

して、試験・研究開発や技術支援等の取組状況をＰＲするほか、農作 信するため、多様な広報媒体を利用して、試験・研究開発や技術支援 とについて記載

物の生育状況、漁海況の情報、最新の技術や調査結果等、産業振興に 等の取組状況をＰＲするほか、農作物の生育状況、漁海況の情報、最

寄与する情報を適時に分かりやすく発信する。 新の技術や調査結果等、産業振興に寄与する情報を適時に分かりやす

また、発信した情報について、どの程度効果があったかをアンケー く発信する。

ト等で把握し、情報発信の方法を改善する。 また、発信した情報について、どの程度効果があったかをアンケー

ト等で把握し、随時、情報発信方法を改善する。
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第三期中期目標 第四期中期目標（案） 改正の視点

第３ 業務運営の改善及び効率化に関する目標 第３ 業務運営の改善及び効率化に関する目標

１ 業務の見直し等 １ 業務の見直し等

センターの設立の目的や中期目標の達成に向け、業務内容の選択と センターの設立の目的や中期目標の達成に向け、業務内容の選択と

集中の観点に立って、予算や人員配置の弾力的な運用による戦略的な 集中の観点に立って、予算や人員配置の弾力的な運用による戦略的な

資源配分を行う等、効果的・効率的な業務運営を行う。 資源配分を行う等、効果的・効率的な業務運営を行う。

また、ＰＤＣＡサイクルの手法を用いる等、業務の見直しを適時適 また、ＰＤＣＡサイクルの手法を用いる等、業務の見直しを適時適

切に行うとともに、情報システム等を有効活用し、業務の効率化を図 切に行うとともに、生成ＡＩ等を有効活用し、業務の効率化を図る。 ○研究員の業務の効率化を図るため、生

る。 成ＡＩをはじめとする最新のデジタル

技術の導入を積極的に取り入れること

２ 組織運営 ２ 組織運営 が必要

（１）企画経営機能の発揮 （１）企画経営機能の発揮

理事会を中心に企画経営機能を発揮した、迅速かつ円滑で健全な 理事会を中心に企画経営機能を発揮した、迅速かつ円滑で健全な

法人運営を行う。 法人運営を行う。

（２）各試験研究部門による一体性の確保 （２）各試験研究部門による一体性の確保

センター内の情報共有を徹底し、各部門による一体的な運営を推 センター内の情報共有を徹底し、各部門による一体的な運営を推

進するとともに、適時適切な組織体制の見直しを行い、質の高いサ 進するとともに、適時適切な組織体制の見直しを行い、質の高いサ

ービスを継続的に提供できる組織運営を図る。 ービスを継続的に提供できる組織運営を図る。

３ 職員の確保と能力の向上 ３ 職員の確保と能力の向上

（１）職員の資質向上 （１）職員の資質向上

生産事業者からの要望の変化に的確に応えるため、業務に応じた 生産事業者等からの要望の変化に的確に応えるため、業務に応じ

職員を計画的に確保するとともに、課題解決のための研究開発能力 た職員を計画的に確保するとともに、課題解決のための研究開発能

の向上及び産業の動向、県の施策等に関する理解の促進を目的とし 力の向上及び産業の動向、県の施策等に関する理解の促進を目的と

た研修の実施、国の研究機関等への派遣等を通じて職員の資質向上 した研修の実施、最先端の技術等の取得等を目的とした研究機関等 ○世界トップクラスの試験・研究を行う

を図る。 への派遣等を通じて職員の資質向上を図る。 ためには、最先端技術を行う研究機関

（２）適正な人事評価 （２）適正な人事評価 等の技術の取得等の人材育成が必要

職員の勤労意欲の向上や自己研さんの促進を図るため、適正な人 職員の勤労意欲の向上や自己研さんの促進を図るため、適正な人

事評価を行う。 事評価を行う。
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第三期中期目標 第四期中期目標（案） 改正の視点

第４ 財務内容の改善に関する目標 第４ 財務内容の改善に関する目標

１ 運営経費の執行の効率化 １ 運営経費の執行の効率化

生産事業者に対するサービスの向上を図りつつ、スケールメリット 生産事業者等に対するサービスの向上を図りつつ、スケールメリッ

を生かした業務の見直しや改善を継続するとともに、職員のコスト意 トを生かした業務の見直しや改善を継続するとともに、職員のコスト

識の醸成、経費の節減等を図り、運営経費の執行の効率化に努める。 意識の醸成、経費の節減等を図り、運営経費の執行の効率化に努める。

２ 外部からの研究資金の導入と自己収入の確保 ２ 外部からの研究資金の導入と自己収入の確保

関係機関との連携を図り、外部からの研究資金を積極的に導入する 国内外の関係機関との連携を図り、外部からの研究資金を積極的に

ほか、依頼試験手数料等の自己収入の確保に努める。 導入するほか、依頼試験手数料等の自己収入の確保に努める。

３ 剰余金の有効な活用 ３ 剰余金の有効な活用

サービスの向上等に資するよう、剰余金を有効に活用する。 サービスの向上等に資するよう、剰余金を有効に活用する。

第５ その他業務運営に関する重要目標 第５ その他業務運営に関する重要目標

１ 内部統制の強化及び法令遵守の徹底 １ 内部統制の強化及び法令遵守の徹底

公的試験研究機関として県民から高い信頼を得られるよう、内部統 公的試験研究機関として県民から高い信頼を得られるよう、内部統

制の強化及び法令遵守の徹底を図るとともに、職務執行に対する中立 制の強化及び法令遵守の徹底を図るとともに、職務執行に対する中立

性と公平性を確保しつつ、高い倫理観を持って業務を行う。 性と公平性を確保しつつ、高い倫理観を持って業務を行う。

２ 情報管理・公開 ２ 情報管理・公開

生産事業者からの相談内容、試験・研究開発の依頼内容、個人情報 生産事業者等からの相談内容、試験・研究開発の依頼内容、個人情

等職務上知り得た情報の管理を徹底し、また、情報の漏えい等がない 報等職務上知り得た情報の管理を徹底し、また、情報の漏えい等がな

ように情報セキュリティ対策を強化する。 いように情報セキュリティ対策を強化する。

また、業務内容、業務運営状況等については、適切に情報公開を行 また、業務内容、業務運営状況等については、適切に情報公開を行

う。 う。

３ 労働安全衛生管理 ３ 労働安全衛生管理

職員が安全で快適な労働環境のもとで就労することができるように 職員が安全で快適な労働環境のもとで就労することができるように

配慮する。 配慮する。

また、労働安全衛生関係法令に基づいた安全衛生管理体制を維持し、 また、労働安全衛生関係法令に基づいた安全衛生管理体制を維持し、

事故等の発生を未然に防止するように努める。 事故等の発生を未然に防止するように努める。

４ 施設・設備の計画的な整備 ４ 施設・設備の計画的な整備

施設・設備については、適切な維持管理による長寿命化に努めると 最先端技術の研究開発や社会ニーズに合致した最適な技術を提供す ○社会ニーズに合致したサービス提供の

ともに、中長期的な視点に立って計画的な整備を行う。 るため、施設・設備を適切に管理するとともに、中長期的な視点に立 ための適切な管理と計画的な整備につ

って計画的な整備を行う。 いて記載

５ 危機管理対策の推進

新興感染症の流行や震災等の自然災害が発生した場合に、迅速な情 ○新興感染症や災害が発生した場合に、

報伝達・意思決定など適切な対応ができるよう、連絡体制や責任者を センターの運営を維持していくための

明確化するとともに、発生時の対応方法を職員に周知徹底する。 対応について記載
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第三期中期目標 第四期中期目標（案） 改正の視点

（別紙） （別紙）

試験・研究開発の推進方向 試験・研究開発の推進方向

試験・研究開発に当たっては、現場課題の解決への対話の重視と県民理 ○試験・研究開発に当たって留意すべき

解の促進を図りながら取り組むとともに、得られた成果はもとより、セン 事項を記載

ターのあらゆる施設、あらゆる事業についての発信の強化の視点を重視し、

以下の研究を推進すること。

１ 戦略推進事項 １ イノベーション創出型研究

多様化・高度化する生産事業者等からの要望及び環境の変動等に対応 本県が、今後の日本をリードする産業を育成していくため、研究部 ○技術革新を創出し、中長期的に全国を

するため、工業、農林、水産及び食品加工の研究部門や研究所間の枠を 門間の連携はもとより、県内外の民間企業や国の研究機関、関係団体 リードしていくため、民間団体、国の

越えて連携・協力し、次に掲げる試験・研究開発に戦略的に取り組む。 等との協力体制を強化しながら次に掲げる試験・研究開発に取り組む。 研究機関等との協力体制を強化する必

（１）労働力の不足等に対応するためのＩＣＴ等を活用した農林水産物の （１）産業の高度化や労働力不足等に対応するためのＤＸ推進に関する試 要

生産技術等に関する試験・研究開発 験・研究開発 ○人口減少下において、生産性の向上や、

農林水産業における高齢化等による労働力不足に対応するため、近 県内産業における技術の高度化や労働力不足に対応するため、ＡＩ 労働力不足への対応を図るため、ＩＣ

年急速に発展しているＩＣＴ等を活用した省力技術、高品質な農林水 等のデジタル技術を活用した生産性向上など技術の高度化や、省力技 Ｔの活用からステップアップし、ＤＸ

産物の生産技術、効率的な生産システムの構築等に関する試験・研究 術の実証・システム構築に関する試験・研究開発を行う。 の推進を明記

開発を行う。

（２）健康的な生活に寄与する県産素材を活用した付加価値の高い製品に （２）国内外の多様化する消費者ニーズに対応した技術及び製品に関する

関する試験・研究開発 試験・研究開発 ○新たな市場である海外や昨今のニーズ

超高齢化時代の到来や生活習慣病の増加等を背景に、「健康寿命の 国内外の多様なニーズに対して本県ならではの農林水産物を提供す の多様化への対応が必要

延伸」が重要な課題となっているため、健康・美容を支えるライフ（医 るため、長期品質保持技術や、県産素材が持つ機能性を生かした加工

療・健康・福祉）分野に関連する製品や県産の農林水産物の機能性を 食品の開発等に関する試験・研究開発を行う。

活用した製品等に関する試験・研究開発を行う。

（３）温暖化等の気候変動に対応できる農林水産物の生産技術等に関する （３）グリーン社会実現に向け、環境負荷を軽減するバイオ製剤等を活

試験・研究開発 用した技術に関する試験・研究開発 ○ゼロカーボン立県や国策であるみどり

異常気象等が各地で発生している中で、特に、温暖化等に対応する グリーン成長戦略に対応し、カーボンニュートラル等の環境負荷軽 戦略への対応が求められており、環境

ため、農林水産物を安定的に生産する技術や新たな作物の導入等に関 減のイノベーションを推進するため、環境負荷低減技術の活用促進、 負荷軽減技術として有望視されている

する試験・研究開発を行う。 環境保全型農業・有機栽培等の導入に向けた持続的生産技術に関する バイオ製剤等の活用を明記

試験・研究開発を行う。

２ 重点推進事項 ２ 重点課題研究

本県の製造業を中心とする企業の競争力の強化と産業技術の高度化を 本県の製造業を中心とする企業の競争力の強化と産業技術の高度化を

支援するとともに、本県の農林水産業と食産業の持続的な成長を技術面 支援するとともに、本県の農林水産業と食産業の持続的な成長を技術面

から下支えするため、次に掲げる試験・研究開発に重点的に取り組む。 から下支えするため、次に掲げる試験・研究開発に重点的に取り組む。
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第三期中期目標 第四期中期目標（案） 改正の視点

（１）工業部門 （１）工業部門

ア 人口減少の進行等の本県の地域課題に対応したものづくり産業に ア 多様なニーズに対応したものづくり産業の生産性向上に関する試 ○多様化しているニーズに対応するため、

関する試験・研究開発 験・研究開発 より高度化されたロボティクス等の導

人口減少や産業構造の高度化が進む中で、顕著となってきている 市場ニーズが多様化する中で、担い手不足や自動化が遅れている 入が求められる

製造業の担い手不足や地域の課題に対応するため、ものづくり産業 県内産業の生産性向上を図るため、ロボットシステムを活用した省

について、競争力の強化及び生産性の向上、ＩｏＴ、ＡＩ等の活用 力化等に関する試験・研究開発を行う。

による産業の高度化、地域資源の付加価値の向上等に関する試験・

研究開発を行う。

イ 県民の生き生きとした健康未来を支える製品・技術及び地域工芸 イ 地域資源を生かした製品の付加価値向上及び競争力強化に関する ○地域資源の付加価値向上を推進

を支える技術に関する試験・研究開発 試験・研究開発

「青森県型地域共生社会」を支える製品・技術及び本県で初めて 魅力ある地域資源を生かした付加価値向上と県内企業の競争力強

重要無形文化財に指定された津軽塗を始めとする地域に受け継がれ 化を図るため、県産素材を活用した発酵技術の開発やアップサイク

る地域工芸の市場の拡大を図るため、異分野への進出等による付加 ル製品の開発等に関する試験・研究開発を行う。

価値の向上等に関する試験・研究開発を行う。

ウ 「スマート社会」の実現に向けた省エネルギー技術等に関する試 ウ 地域産業の持続的な発展を支える基盤技術に関する試験・研究開 ○新市場に対応した技術や製品開発を推

験・研究開発 発 進

化石燃料の消費の拡大や物品の使い捨て等に起因する様々な環境 新しい市場を見据えた製品開発や基盤技術の開発により、地域産

問題等に対応するため、県民の快適な生活の実現に向けた省エネル 業の持続的な発展を支えるため、未利用資源を活用した技術開発や

ギー技術等に関する試験・研究開発を行う。 地域工芸技術を活用したサブブランドに関する試験・研究開発を行

う。

（２）農林部門 （２）農林部門

ア 国内外で競争力の高い優良な品種及び種畜に関する試験・研究開 ア 国内外の幅広い需要に対応した競争力の高い優良な品種及び種畜 ○本県農林水産業の利益の最大化に資す

発 に関する試験・研究開発 る競争力の高い品種等の開発を加速す

経済のグローバル化等により激化する国内外の産地間競争に対応 多様化するニーズや産地間競争に迅速に対応するため、ゲノム るゲノム編集など革新技術の活用（共

するため、良食味や収量性が高い等多様な用途に対応した水稲品種、 編集等の革新技術を活用し、病害や高温に強い水稲品種、高品質 同研究や委託含む）を明記

高品質で収量性が高い野菜品種、良食味で栽培の省力化が可能なり で収量性が高い野菜品種、周年供給体制を堅持するためのりんご品

んご等の果樹品種、需要に対応した造林用林木、肉質や増体に優れ 種、造林用林木種子の安定生産・供給、優良牛の効率的生産等に関

た種雄牛等に関する試験・研究開発を行う。 する試験・研究開発を行う。

イ 産地活力を向上させる高品質で収益性の高い農林畜産物等の生産 イ 付加価値・労働生産性を向上させる農林畜産物の生産技術に関す ○高収益安定生産技術の開発を推進

技術等に関する試験・研究開発 る試験・研究開発

高品質で収益性が高く、競争力のある農林畜産物の生産により産 高品質で付加価値の高い農林畜産物を生産するため、園芸作物の

地を維持し、更に発展させるため、高品質な水稲、大豆、野菜、果 高収益安定生産技術、森林資源の循環利用技術、畜産物の効率的生

樹等の低コスト・省力的かつ安定的な生産技術、需要に対応した森 産技術等に関する試験・研究開発を行う。

づくり、高品質な畜産物の効率的生産技術等に関する試験・研究開

発を行う。
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第三期中期目標 第四期中期目標（案） 改正の視点

ウ 環境負荷の軽減等に対応した安全・安心な農林畜産物の生産管理 ウ 気候変動等に対応した農林畜産物の安定生産技術に関する試験・ ○地球温暖化等の気候変動への対応を推

技術に関する試験・研究開発 研究開発 進

安全・安心な農林畜産物の供給が求められている中で、環境負荷 気候変動に対応し、持続的に農林畜産業を推進していくため、高

の軽減に対応した持続可能な農業を推進するため、農林畜産物の土 温性病害虫等の発生生態の解明や総合的な防除技術等に関する試験

壌・施肥管理技術や病害虫防除技術等に関する試験・研究開発を行 ・研究開発を行う。

う。

（３）水産部門 （３）水産部門

ア 浜の活性化を支える水産資源の維持・増大等に関する試験・研究 ア 漁業所得の安定に向けた水産資源の安定的・持続的利用のための ○水産資源の持続的な利用を推進

開発 管理技術に関する試験・研究開発

水産資源の維持・増大や漁業の安定的な生産を図るため、サケ、 水産資源の長期的な保存及び持続可能な利用を実現し、漁業者の

シジミ等の資源の増大、ホタテガイについての環境の変動に対応し 所得向上を図るため、本県沿岸のブリ等の有用魚種や、サクラマス

た安定的な生産技術等に関する試験・研究開発を行う。 等の内水面の主要魚種についての資源動向や管理技術に関する試験

・研究開発を行う。

イ 漁業経営の安定・発展に向けた水産資源の持続的利用に関する試 イ 国内外で競争力のある水産生物の効率的・安定的な増養殖技術に ○ホタテガイ、マツカワ、サーモン等の

験・研究開発 関する試験・研究開発 増養殖技術の開発を推進

漁獲対象資源の多くが低水準にある中で、資源の状況等に即した 本県の特色を生かした持続可能な増養殖業を実現するため、ホタ

適切な資源管理を推進するため、マダイ、ウスメバル等の資源評価 テガイ、マツカワ、サーモン等の適切な養殖方法や増産技術の開発、

・資源管理技術、イカの資源の効率的な利用、漁場環境の把握等に 資源の維持・増大に向けた種苗放流方法など、「つくり育てる漁業」

関する試験・研究開発を行う。 に関する試験・研究開発を行う。

ウ 地域の特色ある漁業の発展に向けた新しい技術に関する試験・研 ウ 漁場環境の管理・保全技術に関する試験・研究開発 ○魚介類を育む漁場環境の管理・保全技

究開発 水産資源を適切に管理し、漁業の持続的成長を促進するため、水 術の開発を推進

地域において特色のある漁業生産を振興するため、マツカワ等の 温等の漁場環境のモニタリングに加え、増殖場の整備による水産資

養殖技術や、大型マス類等を地域特産品とする技術等に関する試験 源の保護育成の効果や、内水面漁場の管理・保全に関する試験・研

・研究開発を行う。 究開発を行う。

（４）食品加工部門 （４）食品加工部門

ア 原料に関わる状況の変化に対応できる食品加工技術に関する試験 ア 効率的で持続可能な資源活用を目指した食品加工技術に関する試 ○本県水産加工の主力であるイカ・サバ

・研究開発 験・研究開発 の危機的な不漁を背景に、近年漁獲量

近年のイカ、サバ等の漁獲量の減少やブリ、イワシ等の漁獲量の 主要魚種の漁獲量減少による代替魚種や、新たに導入が進んでい が増加している魚種の食品加工技術等

増加等の原料に関わる状況の変化に対応するため、様々な原料を活 る農産物など、加工原料の変化に対応するため、加工特性の把握や の試験・研究が必要

用した食品加工技術等に関する試験・研究開発を行う。 新規製法の開発等に関する試験・研究開発を行う。

イ 社会情勢やライフスタイルの変化に対応した食品に関する試験・ イ 生活様式や消費行動の変化に対応した食品加工技術に関する試験 ○生活様式等の変化に対応した新規加工

研究開発 ・研究開発 品等の開発を推進

高齢化の進行や共働き世帯の増加等に伴う食品の消費構造や需要 新しい生活様式や多様化する消費行動に対応するため、新規加工

の変化に対応するため、業務用食品市場の拡大に対応した食品加工 品の製造技術や、高品質を維持できる加工条件・保存方法等に関す

技術等に関する試験・研究開発を行う。 る試験・研究開発を行う。
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第三期中期目標 第四期中期目標（案） 改正の視点

ウ 意欲ある食品関連産業の技術的課題の解決や新商品開発支援に関 ウ 意欲ある食品関連産業の持続的活動や成長をサポートする試験・ ○消費者や事業者のニーズに対応した商

する試験・研究開発 研究開発 品化支援等を推進

本県の生産事業者による多様な商品開発を支援するため、個々の 国内外の消費者や取引先のニーズに対応し、県内の生産事業者の

生産事業者が抱える技術的課題の解決や、売れる商品づくり・付加 競争力の維持・向上を支援するため、生産事業者が抱える技術的課

価値の高い商品づくりのための技術等に関する試験・研究開発を行 題の解決、購買意欲を喚起する新商品づくりのための技術等に関す

う。 る試験・研究開発を行う。


